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ダンパーを下層に部分配置した超高層鋼構造建物のエネルギーの釣合式に基づく応答評価 
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1.はじめに 
建物の耐震性能は, 終局耐力と塑性変形能力（塑性エネ

ルギー吸収量）の積により判定される。現在，このこと

を重点においた耐震計算法である, エネルギーの釣合に基

づく応答予測法

1)
（以降，エネルギー法）が確立されてい

る。秋山によって, 全層にダンパーを設置した場合につい

てのエネルギー法は確立されているが, 近年増加している

ダンパーを部分的に配置した場合

2)
のエネルギー法は確立

されていない。 

したがって, 本論文ではダンパー非設置層を柔剛混合構

造にすることで, 全層を柔剛混合構造とし, ダンパーを下

層に部分配置した制振構造へエネルギー法を提案する。

さらに, ダンパー非設置層における損傷評価を行うと同時

に, ダンパー非設置層が塑性化しないためのダンパー耐力

について検討する。 

 
2.ダンパーの設計およびエネルギー法への適応 

2.1 鋼製ダンパーの設計 

エネルギースペクトルから得られる入力エネルギーの

速度換算値 VE より, 損傷に寄与するエネルギーの速度換

算値 VDを算出し, ダンパー本数 N, 等価繰り返し数 n およ

び, 最大層間変形δmax を設定することでダンパー1 本の降

伏軸力 d Fyを次式で算出する

3)
。 

}cos{8 max

2

yd

D
yd uNn

MV
F

−⋅
=

θδ
           (1) 

ここで, M:全質量, θ :ダンパーの取り付け角度, d uy:ダンパ

ーの軸方向降伏変形とする。VD は秋山によって, 経験式

が得られており, 以下のように求めることができる
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ここで, h :構造減衰定数である。 

2.2 復元力特性の置換

3) 

 下層部のみにダンパーを部分配置した制振構造を秋山

によって提案されているエネルギー法に適応するために, 

上層のダンパー非設置層を柔剛混合構造へ置換する必要

がある。図 1 に, 柔剛混合構造への置換方法を示す。図

1(a)は, 下層部にダンパーを部分配置したモデルを模式的

に示したものであり, 図 1(b)は, 全層を柔剛混合構造に置

換した場合を示している。下層のダンパー設置層は, ダン

パーを剛要素とし, 主架構を柔要素とする（図 1(b)）。一

方, 上層のダンパー非設置層は, 図 1(a)に示すように, 弾

塑性の主架構のみであるため, 図 1(b)のように柔剛混合構

造へ置換する。ここで, Qi : 各層の層せん断力, sQyi : 剛要素

の降伏層せん断力, s ki: 剛要素の 1 次剛性, f ki : 柔要素の 1

次剛性, δi : 各層の変形, sδyi : 剛要素の降伏変形を表す。 

2.3 エネルギー配分 

 剛要素と柔要素の剛性比(s ki /f ki)が全層で不均一な場合の

柔剛混合構造における各層剛要素のエネルギー配分式を

以下に示す。 
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ここで, sγi : 剛要素の損傷分散係数, sWpi :剛要素の累積塑性

歪エネルギー, sn : 損傷集中指数, mi : i 層の質量,  : 最適降

伏層せん断力分布

1), g : 重力加速度を表す。 

 

3.建物および検討用地震動概要 

本論文では, C0=0.3 を用いて設計した 21 層鋼構造建物

を使用する

2)
。図 2 に, 建物概要を示す。弾性 1 次固有周

期 T1は 2.41 秒である。解析は, 剛床仮定とし, 3 次元立体

部材モデルで行う。構造減衰は, 主架構の T1 に対して 2%

となる剛性比例型とする。下層 40%に鋼製ダンパーを設

置したモデルを DS40 モデルとし, 下層 20%に設置したモ

デルを DS20 モデルと呼ぶ。なお, 式(1)のダンパー設計に

用いる n は 5, δmaxは層間変形角が 1/100 とし, L は材長の

1/4 とした。また, 式(3)の sn は 81)
を使用した。 

図 1 柔剛混合構造への置換方法 
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本論文で使用する地震波のうち ART 波については, 速

度応答スペクトル SV =100cm/s と SV=200cm/s に基準化した

2 種類を使用する。JMA KOBE を除く観測波については, 

最大速度を 50cm/s と 100cm/s に基準化した 2 種類を使用

する。JMA KOBE については, 原波と原波の加速度時刻歴

を 2 倍した波を使用する。図 3 に, 速度応答スペクトルと

エネルギースペクトルを示す。 

 

4.エネルギー法と時刻歴応答解析結果の比較 

4.1 損傷分散係数の比較 

 図 4(a),(b)に , DS20 モデルにおける ART-TOMA の

SV=100cm/s および SV =200cm/s を使用した場合の sγiを示す。

図 4(a)に着目すると, 時刻歴応答解析およびエネルギー法

ともに下層のダンパー（剛要素）のみにエネルギーが配

分されていることが確認できる。一方, 図 4(b)に着目する

と, 時刻歴応答解析およびエネルギー法ともに上層にエネ

ルギーが大きく配分されていることが確認できる。これ

は, SV =100cm/s の時における s Fy が 1522KN に対して, 

SV=200cm/s の時における s Fy が 5970KN となっており, 

SV=200cm/s の時の方が, 上層に対して下層の耐力および剛

性が相対的に大きくなったことが原因と考えられる。そ

こで, 次節においてエネルギー法に用いる s pi（式(5a)）と

時刻歴応答解析結果より得られる梁の累積塑性変形倍率

Gηの関係に着目することで, ダンパー（剛要素）の耐力と

上層の塑性化の関係性を導く。 

4.2
 

切り替え層における耐力比 

図 5 に, 切り替え層における s pi の比 s pi / s pi-1（以降, s pi

比（DS40 モデルの場合 s p10 / s p9））を横軸, ダンパー非設

置層における梁の最大累積塑性変形倍率 Gηを縦軸とした

図を示す。図 5 より, s pi 比が 5 を下回ると上層の梁が塑性

化しているケースが多いことが確認できる。これは, ダン

パーの耐力と切り替え層における主架構の耐力の比が 5

以下であると概ね捉えられる。したがって, 上層の梁が塑

性化しないためには, 上層の主架構の耐力に対して, ダン

パーの耐力を 1/5 以下にする必要があり, 満たさない場合

にはダンパー設置階数を増やす必要がある。 

 

5.まとめ 

 ダンパーを下層に部分配置した建物へエネルギー法を

適用し, 損傷評価を行うことで以下の知見を得た。 

・ エネルギー法より算出した損傷分散係数 sγiを時刻歴

応答解析と比較すると, 概ね同等の結果を示すことを

確認した。 

・ s piと時刻歴応答解析より得られる梁の塑性率 Gηに着

目すると s pi 比が 5 を下回ると上層の梁が塑性化する

傾向にあることを確認した。 
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図 5  s pi / s pi-1と累積塑性変形倍率の関係 
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